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株式の併合及び単元株式数の変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成 23 年６月 29 日開催予定の当社第 136 回定時株主総会に株式の併

合（10 株を 1 株に併合）及び単元株式数の変更（現行の 1,000 株から 100 株に変更）について付議することを

決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．株式併合 

１．株式併合の目的 

全国証券取引所では「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、全ての国内上場会社の売買単位を最終

的に 100 株に集約することを目指しております。当社は、上場企業としてかかる趣旨を尊重し、当社株式の売

買単位を 100 株に変更するため、株式の併合（10 株を１株に併合）、ならびに株式併合の効力発生と同時に

株主の皆様の権利に変動が生じないよう、単元株式数の変更（1,000 株から 100 株に変更）を行なうものであ

ります。 

また、当社の発行済株式総数は、株式会社東京証券取引所（市場第２部）の上場企業の平均上場株式数と比

較して約 3.4 倍と過剰であり、発行済株式総数の時価総額に対する割合も株式会社東京証券取引所（市場第２

部）の上場企業全体の状況と比較して約 13.3 倍と高い割合となっております。つきましては、本件株式併合

により、発行済株式総数の適正化が図られ、その結果、１株当たりの諸指標（利益・配当）や株価をより分か

りやすくすることで、当社の状況に対するご理解を深めていただくことが可能となるものと考えております。

これにより、当社の株式が株式市場において一層適正に評価され、企業イメージの向上に資するものになると

存じます。 

当社の発行済株式総数及び時価総額の状況と、株式会社東京証券取引所（市場第２部）における上場株式数

及び時価総額の状況は次のとおりです。 

【当社の状況】（平成 23 年３月 31 日時点） 

発行済株式総数（A） 95,026 千株 

時価総額（B） 2,090 百万円 

時価総額百万円当たりの発行済株式数（A/B） 45.4 千株／百万円 

【株式会社東京証券取引所（市場第２部）の状況】（平成 23 年３月 31 日時点） 

上場株式数合計（A） 11,923,585 千株 

上場会社数（B） 430 社 

平均上場株式数（A/B） 27,729 千株 

時価総額合計（C） 3,491,992 百万円 

時価総額百万円当たりの上場株式数（A/C） 3.4 千株／百万円 

  これに加え、現状の当社株価水準の場合、相対的に株価変動率も大きくなっており、ステークホルダーや一

般投資家の皆様に与える影響も大きくなっていると認識しております。株式併合を行なうことにより、理論的

にはその併合比率に見合って株価が上昇し、この状況を改善できる可能性があると考えております。また、株

式関連事務管理コストの削減も見込まれます。 
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なお、今回の株式併合が株主の皆様の権利や株式市場における売買の利便性並びに流動性に出来る限り影響

を及ぼすことがないよう、株式併合の効力発生と同時に当社の単元株式数を 1,000 株から 100 株に変更する予

定です。これに伴い、株式会社東京証券取引所（市場第２部）における売買単位も 1,000 株から 100 株に変更

されることになります。 

 

２．株式併合の内容 

（１）併合する株式の種類 

当社普通株式 

（２）株式併合の方法 

平成 23 年８月１日（月曜日）をもって、平成 23 年７月 31 日（日曜日）※の最終の株主名簿に記録され

た株主様の所有株式数を基準に普通株式 10 株につき１株の割合をもって併合いたします。ただし、本株式

併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第 234 条及び第 235 条に基づき、一括して売

却処分とし、その処分代金を端数が生じた株主の皆様に対して、端数の割合に応じて分配いたします。 

※会社法の規定より基準日となる平成 23 年７月 31 日（日曜日）は、株主名簿管理人の休業日であるため、

実質は平成 23 年７月 29 日（金曜日）の最終の株主名簿に記録された株主様の所有株式数を基準に本株式

併合を行います。 

（３）株式併合により減少する株式数 

本株式併合前の当社発行済株式総数は平成 23 年３月 31 日現在の数値であり、本株式併合による減少株式

数は、本株式併合により生じる端株及び当該発行済株式総数に株式の併合割合を乗算した理論値となります。 

株式の併合前の当社発行済株式総数（※１） 95,026,369 株 

今回の株式の併合による減少株式数（※２） 85,523,771 株 

株式の併合後の当社発行済株式総数（※２） 9,502,598 株 

株式の併合後の発行可能株式総数（※３） 20,000,000 株 

※１当社は行使価額修正条項付新株予約権（ＭＳワラント）を発行しているため、今後、その権利行使によ

り発行済株式総数が変動する可能性があります。 

※２株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、一括して売却処分し、その処分代金を端数の

生じた株主様に対して、その端数に応じて分配するため、併合による減少株式数及び発行済株式数は若

干変動することは予想されます。 

※３株式併合の効力発生を条件として、定款上の発行可能株式総数も併合比率に応じて変更する予定です。

詳細は本日別途開示しております「定款一部変更に関するお知らせ」をご参照ください。 

（４）株式併合により減少する株主数 

総株主数及び当社発行済株式総数は平成 23 年３月 31 日現在の数値であり、株式の併合を行った場合、当

該総株主数 8,271 名のうち、併合前の保有株式数が 10 株未満の株主様 97 名（その所有株式数の合計は 389

株）が保有機会を失うこととなります。 

一方、併合前の保有株式数が 10 株以上の株主様については、本株式併合と同時に併合比率に応じて単元

株式数の変更を行いますので、本株式併合実施の前後で株式の売買機会、議決権の権利の状況等に変更は生

じません。なお、単元未満株式を有する株主様は、会社法第 192 条の定めによる当社株式取扱規程に定め

るところにより、引き続き当社に対してその単元未満株式の買取りを請求することができます。また、同じ

く当社定款第 10 条の定めによる当社株式取扱規程に定めるところにより、その単元未満株式の数を併せて

単元株式数となる数の株式を売り渡すこと（買増し）を請求することができます。 

総株主数（割合） 当社発行済株式総数（割合） 
総株主数及び当社発行済株式総数 

8,271 名（100.00％） 95,026,369 株（100.0000％）

10 株未満 97 名（1.17％）  389 株（0.0004％）  

10 株以上 8,174 名（98.83％） 95,025,980 株（99.9996％） 

（５）１株未満の端数が生じる場合の処理 

株式併合及び単元株式数変更の結果、１株に満たない端数が生じた場合には一括して売却し、端数が生じ

た株主様に対して、その売却代金を端数に応じて分配いたします。 

（６）株式併合の条件 

平成 23 年６月 29 日開催予定の第 136 回定時株主総会において、「株式併合の件」が承認可決されること

を条件としております。なお、これに併せて当社の定款に定める発行可能株式総数についても併合比率に応

じて変更する予定であり、当該株主総会において「定款一部変更の件」の議案を付議のうえ、同時にその承

認を得る予定です。 
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Ⅱ．単元株式数の変更 

１．単元株式数の変更の理由 

上記株式併合を行うだけでは、単元未満株式を保有することとなる株主様が増えるだけでなく、最低投資額

が上がることも想定されることから、株主様の議決権等の権利や市場での売買の利便性が損なわれないよう最

大限考慮するとともに、全国証券取引所による「売買単位の集約に向けた行動計画」において最終的な目標と

されている売買単位の 100 株に当社株式の単元株式数を変更するものです。したがいまして、今般の当社の単

元株式数の変更はその主旨に則するものであると認識しております。 

 

２．単元株式数の変更の条件 

平成 23 年６月 29 日開催予定の第 136 回定時株主総会において「株式併合の件」及び「定款一部変更の件」

が承認可決されることを条件としております。 

 

３．最近の投資単位の状況 

直前事業年度の末日における最終価格をもとに算出した１売買当たりの価格 22,000 円

直前事業年度における日々の最終価格をもとに算出した１売買当たりの価格 25,698 円

※１ 直前事業年度の末日における単元株式数は 1,000 株です。 

※２ 直前事業年度の末日は平成 23 年３月 31 日です。 

 

Ⅲ．株式の併合及び単元株式数の変更の日程 

（１）取締役会決議日 平成23年５月27日（金曜日） 

（２）株主総会決議日（予定） 平成23年６月29日（水曜日） 

（３）株式併合公告日（官報）（予定） 平成23年７月15日（金曜日） 

（４）株式併合基準日（予定） 平成23年７月31日（日曜日） 

（５）株式併合の効力発生日（予定） 平成23年８月１日（月曜日） 

（６）単元株式数の変更の効力発生日（予定） 平成23年８月１日（月曜日） 

※平成 23 年７月 27 日（水曜日）をもって、株式会社東京証券取引所（市場第２部）における当社株式の売

買単位も 1,000 株から 100 株に変更されます。 

 

Ⅳ．株式の併合を行った場合の株主様に対する当社の見解 

今回の株式併合は、資本金の額及び資本準備金の額の減少及び過年度の欠損金填補と同時期に行うものであ

り、実質的には株式数の減少を伴う減資を行うものです。株主の皆様からお預かりした払込資本を減少させる

ことは株主の皆様に対して誠に申し訳なく、深くお詫びを申し上げます。 

しかしながら、本株式併合、資本金の額及び資本準備金の額の減少及び過年度の欠損金填補を同時期に行う

ことにより、当社の財務基盤が健全化され、今後の配当や自己株式の取得等を含む機動的かつ柔軟な資本政策

を見据えた財務環境が整います。また、売買単位の集約への動きに対応し、単元株式数の引き下げを行うこと

で売買単位が変更され、市場における当社株式の流通などに与える影響を最小限に留めた形で株式併合が行わ

れるため、投資環境も整備されることとなり、また、株価変動率の低減につながることが見込まれます。 

上記のような経緯による株式併合でございますが、保有株式数が 10 株未満の株主様（平成 23 年３月 31 日

現在 97 名）につきましては、株式の併合によりその保有機会を失うこととなりますことをあらためて深くお

詫び申し上げます。 

当社では、今後とも経営基盤の一層の強化により株主価値の増大に努め、株主並びに投資家の皆様のご期待

に応えてまいる所存でございますので、何卒ご理解とご協力のほど重ねてお願い申し上げます。 

以 上 
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